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山鹿市建築物耐震改修促進計画    

 

１ 計画策定にあたって 

 

（１） 策定の背景と目的 

平成２８年熊本地震（以下「熊本地震」という。）では、最大震度７の大規模な地震が２度にわたり発

生し、多くの住宅が倒壊するなど甚大な被害が生じ、尊い命が失われました。また、その後も全国各地で

地震活動が活発化しており、近年では令和６年能登半島地震をはじめ、大規模地震による被害が相次いで

発生しています。 

大規模地震に対する対策は、平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災を契機として、「建築物の耐震

改修の促進に関する法律」（平成７年法律第１２３号。以下「耐震改修促進法」という。）が平成７年に制

定され、既存建築物の耐震診断・耐震改修の促進を図ってきましたが、その後の新潟県中越地震、福岡県

西方沖地震等の頻発、東日本大震災による甚大な被害及び東海、東南海・南海地震等の発生の切迫性等を

受けて、平成１８年の耐震改修促進法の改正で、建築物の所有者等に対する耐震化の努力義務や指導等の

拡充が行われ、平成２５年の耐震改修促進法の改正で、一定規模以上の多数の者が利用する建築物等の耐

震診断の義務付け等の措置が講じられました。また、平成２７年６月、国の「国土強靭化アクションプラ

ン２０１５」が決定され、この中で国は住宅の耐震化率及び多数の者が利用する建築物の耐震化率を平成

３２年までに９５％に引き上げることを目標とする方針が提示されました。 

熊本地震により、甚大な被害が発生した理由として、建築物の耐震化の必要性に対する理解が進まなか

ったことや費用・技術的な問題などによって、建築物の耐震化が思うように進んでいなかったことが考え

られます。 

また、今回発生した熊本地震の震源域付近に布田川断層帯、日奈久断層帯が存在しており、今後も日奈

久断層帯南部の地震や南海トラフ沿いの地震をはじめ、いつ、どこで大規模な地震が発生してもおかしく

ない状況です。 

このような状況を踏まえ、本計画は、既存の「山鹿市建築物耐震改修促進計画」を見直し、耐震改修促

進法や国の基本方針、「熊本県建築物耐震改修促進計画」等との整合を図りつつ、近年の災害教訓や社会

情勢の変化を反映した内容へと改訂するものです。 

本計画においては、地震時における建築物の被害を最小限に抑え、市民の生命および財産を保護するこ

とを目的として、建築物の耐震化を計画的かつ総合的に推進するための目標および具体的な取り組みを定

めます。 
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（２）熊本地震における建築物の被害の概要 

 

  １ 熊本地震の概要 

    平成２８年４月１４日２１時２６分、熊本県熊本地方の深さ１１ｋｍでマグニチュード６．５の地震

（前震）が発生し、上益城郡益城町では最大震度７を観測しました。更に、この地震の約２８時間後の

４月１６日１時２５分に同地方の深さ１２ｋｍでマグニチュード７．３の地震（本震）が発生し、上益

城郡益城町及び阿蘇郡西原村で震度７を観測しました。震度７の観測は九州地方では初めてのことであ

るとともに、一連の地震活動で震度７を２度観測、更に２自治体同時に震度７を観測したことは、観測

史上初めてのことです。 

  表１ 平成２８年熊本地震の概要 

 項目 前震 本震 

発生日時 
平成２８年４月１４日  ２１時２６分 

【震源地】 熊本県熊本地方（深さ１１ｋｍ） 

平成２８年４月１６日  １時２５分 

【震源地】 熊本県熊本地方（深さ１２ｋｍ） 

地震規模 マグニチュード６．５ マグニチュード７．３ 

最大震度 震度７（益城町） 震度７（益城町、西原村） 

山鹿市震度 震度４ 震度５強 

 

  ２ 熊本地震の被害状況 

     令和７年４月１１日現在、熊本県内の被害状況は、人的被害は死者２７５人、負傷者２，７３９人、

住家被害は全壊８，６５７棟、半壊３４，４８９棟、一部損壊１５５，２３９棟、合計１９８，３８

５棟に上っています。宅地においても地盤の亀裂や陥没、液状化等の被害が確認されています。 

       表２ 被害状況一覧 

 被害区分 県内状況 山鹿市状況 

人的被害 死傷者数 275※人 0 人 

負傷者数 2,739※人 4 人 

住家被害 全壊 8,657※棟 0 棟 

半壊  34,489※棟 17 棟 

一部損壊 155,239※棟 453 棟 

非住家被害 公共建物 437 棟 0 棟 

その他 10,314 棟 160 棟 

    ※熊本県耐震改修促進計画（令和８年３月）参照 

  ３ 建築物の被害状況 

     益城町中心部の建築物の被害が著しい地域で日本建築学会が行った建築物の悉皆
シッカイ

調査（対象範囲内

の全数調査）では昭和５６年５月以前の建築基準法に基づく耐震基準のもとで建設された木造建築物

の倒壊率は２８．２％に上り、新耐震基準のもとで建設された木造建築物の倒壊率（昭和５６年６月

～平成１２年５月：８，７％、平成１２年６月以降：２．２％）と比較して顕著に高くなっています。 

     また、昭和５６年６月以降建設のうち倒壊した木造建築物の被害要因の多くは、柱と梁等の接合部

が平成１２年６月以降の建築基準法の規定による仕様を満たしていなかったためと分析されます。 
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（３）本計画の位置づけ 

 

山鹿市内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るため、耐震改修促進法第４条の規定による国の基

本方針並びに熊本県建築物耐震改修促進計画を勘案し、第３次山鹿市総合計画、山鹿市地域防災計画や山鹿

市都市計画マスタープランとの整合を図り、同法第５条第７項に定める市町村計画として本計画を策定しま

す。 

図１ 山鹿市建築物耐震改修促進計画の位置付け 

 

※参考 各計画における「耐震」の位置づけ 

・第３次山鹿市総合計画（快適な「暮らし」を続けられるまち） 

  地震や豪雨などの自然災害から市民の命と財産を守るため、日頃から災害に備える体制を整えます。 

また、土砂災害警戒区域や浸水想定区域など危険個所の最新の情報や避難所等を盛り込んだ防災マップを活

用し、市民への周知を行います。家屋の安全性の強化や倒壊の可能性がある危険なブロック塀の解体など、

市民が安心して生活できるよう各種支援を行います。 

・山鹿市地域防災計画（震災対策編 第２章 災害予防計画） 

市は、避難路、避難地、延焼遮断帯並びに防災活動拠点ともなる幹線道路、都市公園、河川等骨格的な都

市基盤施設及び防災安全街区の整備、市街地再開発事業等による市街地の面的な整備、建築物や公共施設の

耐震・不燃化、水面・緑地帯の計画的確保、防災に配慮した土地利用への誘導等により、地震に強い都市構

造の形成を目指すものとする。 

  市は、住宅をはじめとする建築物の耐震性の確保を促進するため、基準の遵守の指導等に努めるとともに、

既存建築物の耐震診断・耐震補強等を促進する施策を積極的に推進することとする。 

  施設管理者は、不特定多数の者が使用する施設並びに公共施設、医療機関等の応急対策上重要な施設につ

いて、耐震性の確保に特に配慮する。 

・山鹿市都市計画マスタープラン（安全・安心・快適で、多様な暮らしを実現するまちづくり） 

  近年の自然災害における頻発化・激甚化を受け、ある程度のリスクを前提とした災害に強いまちづくりが

山鹿市建築物耐震改修促進計画 

第３次山鹿市総合計画 

山鹿市地域防災計画 

山鹿市都市計画マスタープラン 

建築物の耐震改修の促進に関する法律 

国の基本方針 

熊本県建築物耐震改修促進計画 
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重要です。 そこで、治山・治水事業や避難地・避難路等の整備など防災対策を第一としながら、規制や誘

導など土地利用制度の適正運用、情報提供や地域防災力の向上など減災対策に取り組み、安全・安心で災害

に強いまちづくりを推進します。 
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２ 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

 

（１）住宅の耐震化の現状・課題と目標設定 

 

現状 

 令和５年住宅・土地統計調査によると本市の住宅総数は１９，１５０戸であることから、統計調査及び国の

推計方法を基にした推計によると、下表に示すとおり１４，９０３戸において耐震性があると思われます。こ

の推計結果から住宅総数の耐震化率は７７．８％となり、平成２７年時点の耐震化率の推計は６３．４％から

比較すると１４．４％の増加しています。耐震化率の増加要因としては、新築工事および昭和５６年以前の建

築物の建替が進んだことと、耐震改修工事による耐震化率が進んだことによるものと考えられます。 

 

表３ 山鹿市における住宅の耐震化の現況（令和５年度末時点の推定） 

種別 

耐震性あり 
耐震性が   

十分でない   

 Ｓ56.6.1 Ｓ56.5.31 以前 総計 耐震化率 

Ａ＝ 以降 改修実績 

（2019 年

以降実施） 

推計    

Ｂ＋Ｃ＋Ｄ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ＝Ａ＋Ｅ Ａ/Ｆ 

住宅総数 14,903 戸 11,593 戸   96 戸  3,214 戸  4,247 戸 19,150 戸 77.8％ 

木造戸建住宅 10,775 戸  8,675 戸  96 戸  2,004 戸  3,955 戸 14,730 戸 73.1％ 

その他住宅※  4,128 戸  2,918 戸  0 戸  1,210 戸  292 戸  4,420 戸 93.3％ 

※「その他住宅」には、非木造戸建住宅、木造・非木造の長屋建、共同住宅等が含まれる 

注：表中の数値は、令和５年住宅・土地統計調査の結果を利用した推計値であるため、必ずしも実際の数値と一致しない 

Ｂ：令和５年住宅・土地統計調査の山鹿市の数値 

Ｃ：令和５年住宅・土地統計調査の山鹿市の数値を按分 

Ｄ：国の実施した耐震化率の調査（木造戸建住宅３３．１％、それ以外の住宅８０．６％）より耐震性を有する戸数を推計 

 

改訂前計画の結果 

平成２７年度計画策定時に耐震化率を１００％とすることを目標に取り組んできましたが、令和５年度末で

住宅の耐震化率は７７．８％と推計され、目標達成に至りませんでした。 

 

課題 

 戸建木造住宅の耐震化が進まなかった要因として次のことが考えられます。 

 １．耐震化に要する費用負担が大きい。 

 ２．耐震化を行う必要性が感じられない。 

 ３．高齢化率や空家の増加に伴い、耐震改修工事に対する意欲が少ない。 
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今後の取組み 

 耐震化を進めるにあたり、課題として挙げた項目に対し、次のような取組みを行います。 

 １．耐震化に要する費用負担軽減のため、国及び県の補助金を活用し、費用の一部について補助を行います。 

  また、補助制度のＰＲ等に努めます。 

 ２．耐震化の必要性を分かっていただくため、パンフレットの作成やホームページへの掲載など普及活動を

図っていきます。 

 

目標 

住宅の耐震化率が現況７７．８％を、国の基本方針や熊本県建築物耐震改修促進計画を考慮し、令和１７年

度末までに耐震性が不十分な住宅を概ね解消するとして、耐震化率１００％を目標とします。 

 令和１７年度末まで現在の住宅総数に変化がないと仮定した場合、目標を達成するためには、耐震改修工事

や新築・建替等によって木造戸建住宅は３，９５５戸、その他住宅は２９２戸の耐震化が必要です。 
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（２）民間特定建築物の耐震化の現状・課題と目標設定 

 

現状 

 本市には令和５年３月現在で民間特定建築物が１１９棟あり、そのうち多数の者が利用する施設（耐震改修

促進法第１４条第１号）が５２棟、危険物を取り扱う施設（同法第１４条第２号）が５棟、緊急輸送道路沿道

で道路閉鎖のおそれがある施設（同法第１４条第３号）が６２棟あります。民間特定建築物全体の耐震化率は

６９．７％であり、平成２７年３月時点の耐震化率の推計は６７．２％から比較すると２．５％の増加にとど

まり、耐震化が進んでいない状況となっています。耐震化率の増加要因としては、昭和５６年以前の建築物が

老朽化等による解体工事が数件あったためであり、耐震改修工事の実績数に変化はありませんでした。 

 

表４ 山鹿市における民間特定建築物の現況（令和５年度末時点） 

種別 

耐震性あり 
耐震性が   

十分でない   

 Ｓ56.6.1 Ｓ56.5.31 以前 総計 耐震化率 

Ａ＝ 以降 改修実績    

Ｂ＋Ｃ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ＝Ａ＋Ｄ Ａ/Ｅ 

民間特定建築物総数 83 棟   80 棟  3 棟 36 棟   119 棟 69.7％ 

法第１４条第1号建築物 42 棟   40 棟  2 棟  10 棟  52 棟   80.7％ 

法第１４条第2号建築物 2 棟   2 棟    0 棟    3 棟   5 棟   40.0％ 

法第１４条第3号建築物  39 棟   38 棟    1 棟   23 棟   62 棟   62.9％ 

※法第 14 条第 1号建築物：庁舎、学校、病院など多数の者が利用する一定規模以上の建築物 

※法第 14 条第 2号建築物：一定数量以上の危険物を扱う貯蔵所等 

※法第 14 条第 3号建築物：地震による円滑な避難及び震災後の救援活動を確保すべき必要がある道路沿道の一定条件下にある 

             建築物 

※第 1号と第 3号のどちらにも該当する建築物については、第 3号として集計している 

 

改訂前計画の結果 

 平成２７年度計画策定時に耐震性が不十分な民間特定建築物を概ね解消することを目標に取り組んできま

したが、令和５年度末で民間特定建築物の耐震化率は６９．７％と推計され、目標達成に至りませんでした。 

  

課題 

 民間特定建築物の耐震化が進まなかった要因として次のことが考えられます。 

 １．耐震化に要する費用負担が大きく、また費用対効果が感じられない。 

 ２．耐震化を行う必要性が感じられない。 

 ３．工事中の使用が制約されることへの懸念がある。 
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今後の取組み 

 耐震化を進めるにあたり、課題として挙げた項目に対し、次のような取組みを行います。 

 １．耐震化に要する費用負担軽減のため、国及び県の補助金の新設がないかなど情報収集を図ります。 

  また、税優遇等の情報が１窓口で提供できるように努めます。  

 ２．耐震化の必要性を分かっていただくため、パンフレットの作成やホームページへの掲載など普及活動を

図っていきます。特に不特定多数の方が利用する同法第１４条第１号建築物を優先的に行っていきます。 

 ３．国や県の新しい耐震工法などの情報収集を図り、工事中の使用が制約されない工法の情報提供ができる

ように努めます。 

 

目標 

民間特定建築物の耐震化率の現況６９．７％を、国の基本方針や熊本県建築物耐震改修促進計画を考慮し、

令和１７年度末までに耐震性が不十分な民間特定建築物を概ね解消することを目標とします。 

 令和１７年度末まで現在の民間特定建築物総数に変化がないと仮定した場合、目標を達成するためには、施

策による効果をあわせ耐震改修や新築・建替等によって同法第１４条第１号建築物は１０棟、同法第２号建築

物は３棟、同法第３号建築物は２３棟の耐震化が必要です。 
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（３）市有建築物の耐震化の現状・課題と目標設定 

現状 

 市有建築物の数は、令和８年３月時点末の時点で５８６棟あり、耐震性のある建築物は３８１棟、耐震化率

は６５．０％となっており、平成２８年３月時点の耐震化率の推計は６６．５％から比較すると１．５％の減

少となっています。減少となった要因としては、老朽化していた建築物の解体や売却が進んだが、市営団地の

耐震改修工事が進まなかったことにより、建築物の総数は減少したが耐震性が十分でない建築物の改修実績が

進まなかったことによります。 

 

表５ 山鹿市における市有建築物の現況（令和７年度末時点） 

種別 

耐震性あり 
耐震性が   

十分でない   

 Ｓ56.6.1 Ｓ56.5.31 以前 総計 耐震化率 

Ａ＝ 以降 改修実績 改修不要    

Ｂ＋Ｃ＋Ｄ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ＝Ａ＋Ｅ Ａ/Ｆ 

市有建築物総数   381 棟  349 棟   29棟   3 棟   205 棟   586 棟   65.0％ 

市有特定建築物   40 棟  25 棟   12棟   3 棟   5 棟   45 棟   88.8％ 

市有建築物   341 棟  324 棟   17棟   0 棟   200 棟   541 棟   63.0％ 

※表中の市有建築物からは、倉庫等の小規模な建築物を除外している。 

Ｄ：耐震性を有すると判断できる建築物 

 

改訂前計画の結果 

 平成２７年度計画策定時に市有建築物の耐震化率を１００％を目標に取り組んできましたが、令和７年度末

で市有建築物の耐震化率は６５．０％と推計され、目標達成に至りませんでした。 

 

課題 

 市有建築物の耐震化が進まなかった要因として次のことが考えられます。 

 １．耐震性が不十分な建築物の大半を占めている市営団地の耐震改修工事が進まなかったことが要因となっ

ているため、今後は山鹿市公営住宅等長寿命化計画に則った解体や建替工事を 

 

今後の取組み 

耐震化を進めるにあたり、課題として挙げた項目に対し、次のような取組みを行います。 

１．残りの耐震化が終わっていない市有特定建築物を優先的に耐震化に向けて取組み、市有建築物（特に市

営団地）についても長寿命化計画に沿った取り壊しや耐震改修工事をすることで、耐震化を進めます。 

 

目標 

 市有建築物については、国の基本方針や熊本県建築物耐震改修促進計画を考慮し、令和１７年度末までに耐

震化率を１００％を目標とします。 

 令和１７年度末まで現在の市有建築物総数に変化がないと仮定した場合、目標を達成するためには、施策に

よる効果をあわせ耐震改修や新築・建替等によって、２０５棟の耐震化が必要です。 
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３．建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策 

 

（１）耐震診断及び耐震改修に係る基本的な取組み方針 

  

地震による建築物の被害及びこれに起因する市民の生命や財産の損失を未然に防止するためには、建築物

の所有者が、地震防災対策を自らの問題、地域の問題として意識し、建築物の耐震化の促進に取組むことが

重要です。市は、こうした所有者の取組みをできる限り支援する観点から、所有者にとって耐震診断及び耐

震改修を行いやすい環境の整備や負担軽減のための制度の構築などの必要な施策を次のような役割分担の

もと進めていきます。 

 

１ 建築物所有者の役割 

   地震による建築物の倒壊及び損傷が生じた場合、自らの生命と財産はもとより、建築物の倒壊による道

路の閉鎖や建築物の出火など、地域の安全性に重大な影響を与えかねないということを十分認識して、

建築物の耐震診断及び耐震改修等、主体的に耐震化に取組むよう努めます。 

 

２ 行政の取組み方針 

   市は、市民に対して耐震診断及び耐震改修の必要性についての普及・啓発を図るとともに、県や建築関

係団体と連携し、建築物の所有者が主体的に耐震化の取組みができるよう環境整備に努めます。 

   また、耐震診断や耐震改修に関する情報提供、技術・経済的支援についての施策を進めるものとします。 

 

（２）耐震診断及び耐震改修の促進を図るための支援策 

  

  市では、市民に対し建築物の耐震診断及び耐震改修の必要性、重要性について普及啓発に積極的に取り組

みながら、建築物の耐震改修の促進を図ります。また、建築物の耐震化を推進するため、国、県の補助制度

の活用や耐震改修促進税制上の特例措置等の普及啓発や融資制度の活用を図ります。 

 

１ 耐震診断及び耐震改修に対する補助制度と国の税制 

   住宅及び建築物の耐震診断・耐震改修を促進するためには、建築物所有者への支援策が重要です。 

   耐震診断及び耐震改修等の補助制度と国の税制を活用しながら、建築物の耐震改修の促進を図ります。

具体的には以下の表のとおりです。 
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表６ 耐震化に対する補助制度の概要 

※令和 8 年 3 月現在 

事業名 事業の概要 補助対象住宅 補助金の額 補助期間 

山鹿市建築物耐

震診断事業（戸建

木造住宅耐震診

断） 

【精密診断】 

市内の建築士事務所に所属する 1 級

建築士、2 級建築士又は木造建築士

が実施する、精密診断法による耐震診

断を行う住宅の所有者に対して補助を

行うもの 

平成 12 年 5 月 31 日以前に軸組構

法による建築の工事に着手された市

内に存する住宅で地階を除く階数が

3 以下の戸建て木造住宅 

 

※他条件あり 

補助対象経費に

9/10 を乗じて得

た額で、上限 15.8

万円 

※別表による 

令和 18 年 

3 月 31 日 

まで 
 

山鹿市建築物耐

震診断事業（緊急

輸送道路沿道建

築物耐震診断） 

建築物が地震によって倒壊した場合に

おいて、多数の者の円滑な避難を困難

とすることを防止するため、その敷地

が接する建築物の耐震診断を行う所

有者に対して補助を行うもの 

平成 12 年 5 月 31 日以前に建築の

工事に着手された建築物であり、そ

の敷地が緊急輸送道路に接する建

築物 

 

※他条件あり 

補助対象経費に

9/10 を乗じて得

た額で、上限 60

万円 

山鹿市戸建木造

住宅耐震改修等

事業（耐震改修設

計） 

耐震診断を行い、上部構造評点が 1.0

未満のものを 1.0 以上とし、かつ、土台

及び基礎が構造耐力上安全であるこ

とが確かめられる耐震改修工事の補

強計画及び設計図書の作成に対して

補助を行うもの 

平成 12 年 5 月 31 日以前に着工した

もの 

 

※他条件あり 

補助対象住宅の

耐震改修設計に

要する費用の 2/3

以内の額で、上

限 20 万円 

山鹿市戸建木造

住宅耐震改修等

事業（耐震改修工

事） 

耐震改修設計に基づき、上部構造評

点が 1.0 未満のものを 1.0 以上とし、か

つ、土台及び基礎が構造耐力上安全

であることが確かめられる耐震改修工

事に対して補助を行うもの 

①耐震診断(精密診断もしくは耐震

改修設計内で行ったもののどちら

か）の結果、上部構造評点が１．０未

満のもの 

②市内に存在する戸建木造住宅で、

現に住宅所有者の居住の用に供さ

れているもの 

③在来軸組構法、枠組壁構法又は

伝統的構法によって建築された地上

階数が 3 以下のもの（共同住宅を除

く。） 

④平成 12 年 5 月 31 日以前に着工し

たもの 

 

※他条件あり 

補助対象住宅の

耐震改修工事に

要する費用の 1/2

以内の額で、上

限 60 万円 
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山鹿市戸建木造

住宅耐震改修等

事業（建替え工

事） 

同一敷地内で、戸建木造住宅１棟全て

を解体し、住宅を新築するための工事

に対して補助を行うもの 

① 耐震診断(精密診断もしくは耐

震改修設計内で行ったもののど

ちらか）の結果、上部構造評点

が１．０未満のもの 

②市内に存在する戸建木造住

宅で、現に住宅所有者の居住

の用に供されているもの 

③在来軸組工法、枠組壁工法

又は伝統的構法によって建築さ

れた地上階数が 3 以下のもの

（共同住宅を除く。） 

④平成 12 年 5 月 31 日以前に

着工したもの 

 

※他条件あり 

①昭和 56 年 5 月

31 日以前に着工

したもの又は高齢

者等が居住する

場合補助対象住

宅の建替え工事

に要する費用の

9/10 以内の額

で、上限 157.5 万

円 

 

②昭和 56 年 6 月

1 日から平成 12

年 5 月 31 日まで

に着工したもの 

建替え工事に要

する費用の 53/60

以内で、上限

132.5 万円 
 

山鹿市戸建木造

住宅耐震改修等

事業（耐震改修設

計及び耐震改修

工事の一括事業） 

耐震改修設計及び耐震改修工事を一

括した工事を行うものに対して補助を

行うもの 

山鹿市戸建木造

住宅耐震改修等

事業（耐震シェル

ター工事） 

地震発生時に、居住している戸建木造

住宅の倒壊から居住者の生命を守る

ため、シェルターを設置する工事に対

して補助を行うもの 

補助対象住宅の

耐震シェルター工

事に要する費用

の 1/2 以内の額

で、上限 20 万円 
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 表７ 耐震改修等に関する融資・税制等の概要 

※令和 8 年 3 月現在 

  事業名等 対象内容 概要 期間 

融
資
制
度 

住宅金融

支援機構 

（リフォー

ム融資） 

以下のいずれかに該当する工事 

・「建築物の耐震改修の促進に関する

法律」（平成 7 年法律 123 号）に定める

計画の認定を受けた耐震改修計画に

したがって行う工事 

・機構の定める耐震性に関する基準

に適合するよう行う耐震補強工事 

・耐震シェルターを設置する工事また

は特定の居室を補強する工事 

高齢者向け返済特例利用する場合 

（保証ありコース） 

融資限度額：1,500 万円もしくは機構が承

認している保証機関が保証する限度額の

いずれか低い額 

・金利償還期間 年 1.96％ 

（保証なしコース） 

融資限度額：1,500 万円もしくは機構によ

る担保評価額（建物と土地の担保評価額

の合計額）のいずれか低い額 

・金利償還期間 年 3.76％ 

高齢者向け返済特例利用しない場合 

融資限度額：1,500 万円 

・金利償還期間 10 年以下  

年 1.70～2.14％ 

11 年以上 

           年 1.93～2.37％ 

― 

税
制 

耐震改修

促進税制 

・自己が居住する住宅であり、昭和 56

年 5 月 31 日以前の旧耐震基準により

建築された住宅を、現行の耐震基準

に適合させるための耐震改修工事 

・耐震改修に係る標準的な工事費用相当

額の合計額から補助金等の額を引いた

金額（上限 250 万円）を対象に、控除率

10％、最大 25 万円が、所得税から控除さ

れる。 

さらに 10％控除上限額を超えた額がある

場合は①または②のいずれか低い額を

対象に控除率 5％で所得税から控除され

る。 

① 1000 万円-10％控除の額 

② 耐震改修に係る標準的な工事費用

相当額の合計額から補助金等の額

を引いた金額 

令和 10 年 

12 月 31 日 

まで 

住宅ロー

ン減税 

・自己が所有し、かつ、自己の居住の

用に供する住宅 

・住宅の床面積が 40 ㎡以上（ただし、

合計所得金額 1,000 万円超のもの及

び子育て世帯等への上乗せ措置利用

者は 50 ㎡以上） 

・住宅ローン等の年末残高の合計額を基

に、居住の用に供した年分の計算方法に

より算出 

・年末残高等×0.7％ 

・最大 13 年間 

※条件により異なる 

令和 8 年 1 月

1 日～令和 12

年 12 月 31 日 
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耐震改修

に係る固

定資産税

の減税措

置 

・昭和 57 年 1 月 1 日以前から所在す

る家屋であること。 

・現行の耐震基準に適合する耐震改

修であること。 

・耐震改修工事費が、50 万円（税込）

を超えていること。 

・改修工事を令和 13 年 3 月 31 日まで

に行っていること。 

※他条件あり 

翌年度分の固定資産税が 1/2 

（通行障害既存不適格建築物であった場

合は 2 年度分） 

令和 13 年 3

月 31 日まで 

 

２ 相談体制の充実 

   市では、建築物の所有者等からの住宅や建築物の耐震化に関する相談に応じるとともに、県や建築関係

団体等と連携した情報提供を行っています。今後も市民が気軽に相談体制の充実に努めていきます。 

 

３ 情報提供等の充実 

広報紙やホームページ等を活用し、耐震診断や耐震改修に関する情報の提供を積極的に行い、熊本県や

（財）熊本県建築住宅センターが開催する耐震化に関する講演会等の情報を提供します。 

 

（３）緊急輸送道路の指定 

 

 県の耐震改修促進計画では、建築物が地震によって倒壊した場合において、その敷地に接する道路の通行

を妨げ、多数の者の円滑な避難を困難とすることを防止するために必要な道路として緊急輸送道路を指定し

ています。本市では国道３号、３２５号をはじめとして主要な幹線道路等が指定されており、当該指定道路

については、市の耐震改修促進計画においても緊急輸送道路として指定することとします。 
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図２ 緊急輸送道路ネットワーク図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

緊急道路の位置及び路線名 

番号 道路種別 路線名（位置） 

① 国道（指） 一般国道３号 

② 国道 一般国道３２５号 

③ 国道 一般国道４４３号 

④ 主要地方道 玉名山鹿線（１６） 

⑤ 主要地方道 日田鹿本線（９） 

⑥ 主要地方道 菊池鹿北線（１８） 

⑦ 主要地方道 山鹿植木線（５５） 

凡  例 

国道 

主要地方道 

④ 

⑦ 

⑥ 

② 

⑤ 

③ 

① 
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（４） 優先的に耐震化すべき建築物の設定 

 

地震発生時の災害応急活動及び避難・救護・復旧活動に支障をきたすことのないように、耐震改修促進法第４条

の基本方針及び「熊本県建築物耐震改修促進計画」「山鹿市地域防災計画」を勘案し、優先的に耐震化すべき

建築物の選定を行います。 

 

○優先的に着手すべき緊急性・必要性の高い施設は次のとおりとします。 

１ 災害応急対策の全般の企画立案、調整等を行う施設（庁舎、市民センター、消防施設など） 

２ 住民の避難場所として使用される施設（小・中学校、高校、体育館、保育所、幼稚園、地区公民館など） 

３ 救急医療等を行う施設（病院、診療所など） 

４ 要援護者を保護・入所している施設（老人保健施設、児童養護施設など） 

５ 不特定多数の者が利用する建築物（ホテル、旅館、飲食店、遊技場、公衆浴場、集会場など） 

６ 危険物の貯蔵場又は、処理場の用途に供する建築物（ガソリンスタンドなど） 

 ７ 公益上必要な施設（下水道処理施設など） 

 

（５） 重点的に耐震化すべき区域の設定 

 

 地震発生時に大きな被害が予想される区域については、重点的に耐震化の促進を図る必要があります。 

重点的に耐震化すべき区域は、次のとおりとします。 

 １ 緊急輸送道路沿道 

 ２ ＤＩＤ（人口集中）地区 

３ 老朽住宅・建築物が密集している区域 
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４．建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及 

 

（１）詳細な地震防災マップの公表 

 

地震防災マップは、地震による震度、避難場所等を示したもので、平常時から市民にわかりやすく地震に

よる影響や備えを情報提供することによって、防災意識の向上や建築物の耐震化の促進、密集市街地の延焼

防止など地震防災対策を推進していく目的のために作成するものです。 

本市では地震防災マップを作成し、ホームページ等により公表しています。 

 

（２）地域住民等との連携による啓発活動 

  

建築物の耐震化をはじめ地震防災対策を推進していくためには、住民が「自らの命は自らが守り、自分た

ちの地域は自分たちで守る」という共通の目的を持って積極的に活動することが重要です。 

  そのためには、自主防災組織など地元組織が中心となり建築物の耐震化や地域防災対策に取組むことが必

要です。市民が必要な知識や技術を身につけ、地震が起きたときに冷静な判断ができるよう、以下の取組み

を進めていきます。 

 

１ 自主防災組織の育成と支援 

   本市では助け合いの精神に基づき、行政区を単位とする自主防災組織の育成を推進することとしてお

り、設立の支援を行っています。地域ぐるみの防災体制を確立することにより、災害の防止や軽減を図

ることが可能です。また、市では自主防災組織が行う防災訓練や資機材整備に対する支援も行います。 

  

２ 耐震ワークショップ等の開催 

   建築物の安全性を向上させるためには、行政だけでなく地域の住民がお互いに協力しながら、その地

域の実情を確認し、地震防災対策について考える機会を持つことによって、それぞれの地域に最適な方

法を検討することが有効です。 

   そのために、地域の住民が地震防災対策に関する共通の認識を持つことが必要であり、防災に関する

意見交換等を通じて意思の疎通を図る必要があります。このような機会を設けるために地域住民を対象

とした耐震ワークショップや講習会の開催に努め、耐震性向上に向けた啓発や知識の普及等に努めます。 

 

（３）地震時の総合的な安全対策の促進 

 

 １ ブロック塀等の倒壊防止 

    建築基準法施行令では、建築物に付属するブロック塀について、構造安全性の観点から基準が定めら

れていますが、過去の地震災害の被害状況によると倒壊したブロック塀の多くが基準に適合しないもの

でした。ブロック塀の倒壊により、地震後の避難や救急、消火活動に支障をきたす可能性も認識されて

います。本市では、ブロック塀等の倒壊による被害を未然に防ぐために、ブロック塀を撤去し生垣にす

る費用を助成する「くまもと緑・景観協働機構の沿道緑化モデル助成事業」の活用を市民に周知するな

どして、危険なブロック塀撤去の促進に努めていきます。 
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    国のブロック塀等の安全確保に関する事業（住宅・建築物安全ストック形成事業（防災・安全交付金 

基幹事業））の対象となる道路は、国道・県道・市道及び山鹿市教育委員会が指定する通学路、市長が避

難上必要と認める通路または建築基準法第４２条（第１項第１号を除く。）に規定する道路とします。 

 

 ２ 窓ガラスの飛散対策や屋外看板等の落下防止 

    市街地で人の通行が多い沿道に建つ建築物や避難経路沿いにある建築物の窓ガラスの地震対策や外壁

に使われているタイルや屋外広告物等の落下防止対策について、建築物の所有者、管理者等へ構造・施

行状態の定期的な点検を促すとともに、安全対策措置を講じるよう、啓発に努めます。 

 

 ３ 天井の落下防止 

    一定規模を超える吊り天井を有する建築物の天井の落下防止対策について、建築物の所有者、管理者

等へ天井の構造・施工状態の定期的な点検を促すとともに、適切な施工技術及び補強方法の普及に努め

ます。 

 

 ４ エレベーターへの閉じ込めや脱落の防止 

    閉じ込めや脱落の防止をはじめとした既設エレベーターの安全確保のため、「エレベーターの地震防災

対策の推進について」を踏まえて、建築物の所有者、管理者等へ地震時における事故防止等に関する対

策をとるよう、安全確保の促進の啓発に努めます。 

 

 ５ 住宅内部の安全対策 

    地震時には家具が転倒することにより負傷したり、転倒した家具が避難や救助の妨げになることが考

えられるため、家具の設置場所を工夫したり、転倒防止の器具をしたりすることは被害の軽減に効果が

あります。身近な地震対策として、家具転倒防止の対策を市民に周知するとともに、効果的な家具の固

定方法等についての情報提供に努めます。 

    また、消防法及び火災予防条例の改正により、すべての住宅に「住宅用の火災報知器」の設置が必要

となったことを周知し、啓発に努めます。 
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 ６ がけ崩れ等による建築物の被害軽減対策 

    地震に伴うがけ崩れ等による建築物の被害を軽減するために「がけ地近接等危険住宅移転事業」等を

活用します。 

    具体的には以下の表のとおりです。 

 

 表８ 山鹿市がけ地近接等危険住宅移転事業の概要 

事業の目的 
がけ崩れ等の危険から住民の生命の安全を確保するため、災害危険区域等の区域内にある危険

住宅の移転を行う者に対し補助金を交付することで、危険住宅の移転を促進するものです。 

事業対象住宅 

次のいずれかに該当する住宅 

①建築基準法第 39 条第 1項の規定に基づき県又は市町村が条例で指定した災害危険区域（熊本

県建築基準条例第 25 条の規定により急傾斜地崩壊危険区域としている。）内にある既存不適格

住宅※。 

②建築基準法第 40 条の規定による熊本県建築基準条例第 2 条（がけ条例）により、建築を制限

している区域内にある既存不適格住宅※。 

③土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第 9 条に基づき熊本県知

事が指定した土砂災害特別警戒区域（いわゆるレッドゾーン）内にある既存不適格住宅※。 

④土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律第 4 条第 1項に定められ

た基礎調査を完了し、①～③に掲げる区域に指定される見込みのある区域内にある既存不適格

住宅※ 

⑤事業に着手した日から起算して過去3年間に災害救助法(昭和22年法律第118号)の適用を受

けた区域内にある既存不適格住宅※ 

※既存不適格住宅とは、建築時には適法に建てられた住宅であって、その後、法令の改正や都

市計画変更等によって現行法に対して不適格な部分が生じた住宅のこと。 

補助対象経費 

・危険住宅の除却等に要する費用（撤去費、動産移転費、仮住居費、跡地整備費等）を対象に

補助を行う。限度額は一戸当たり 97 万 5,000 円。 

・危険住宅に代わる住宅の建設、購入又は改修(これに必要な土地の取得を含む。)をするため

に要する資金を金融機関その他の機関から借り入れた場合において、当該借入金利子(年利率

8.5％を限度とする。)に相当する額の経費に対して補助を行う。限度額は一戸当たり 421 万円

（建物 325 万円、土地 96 万円）。 

 

 ７ その他の建築設備等の安全対策 

    電気、ガス等に係る設備については、漏電や火災等の地震発生後の二次災害等に繋がる可能性がある

とともに、消火や救助、避難等の円滑な活動に支障をきたすおそれがあることから、十分な安全対策が

必要です。 

    地震時の設備機器の転倒・脱落による人的被害を防止するために、建築基準法施行令に基づく「建築

設備の構造耐力上安全な構造方法（支持構造部及び緊結金物等）」による適切な措置を講ずる必要があり

ます。建築物の所有者、管理者等に対して地震による被害の危険性を周知し、安全対策措置を講じるよ

う啓発に努めます。 
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５．計画の実現に向けて 

 

（１）計画の実現に向けての取組み 

  

本計画の確実な実施により、本市における住宅・建築物の耐震化が効率的に促進されるよう、次のことに

取組みます。 

１ 県や関係機関との連携 

熊本県をはじめ、各公的機関、建築関係団体と連携し、計画的な耐震化の実現を図ります。また、

市役所内関係部局とも連携を密にし、積極的に耐震化施策に取組みます。 

 

２ 耐震化進捗状況の確認 

     優先的に耐震化を図る建築物については、耐震化が本計画に沿って円滑に進んでいるか進捗状況を

定期的に確認し、適宜指導・助言等を行い耐震化を促進します。 

   

（２）計画の見直し 

   

本計画の目標年次は令和１７年度とし、耐震診断、耐震改修の実施状況や社会情勢・財政状況等を勘案し、

随時見直しを行います。 

  


